労働者派遣法の抜本的改正法案要綱案
2008年1月23日
全労連幹事会
１．法律の名称

　法律の名前を「労働者派遣事業法」から「派遣労働者の保護と事業主規制にかかわる法律（仮称）」に改める。

　
＜解説＞　現在の法律は「労働者派遣事業」を公認するための事業法である。そのため、派遣労働者の権利や雇用安定等の保護をはかるための規定はきわめて限定的である。これを名実共に派遣労働者を保護する法律に改正する。
（現行）労働者派遣事業の適正な運営の確保および派遣労働者の就労条件の整備に関する法律

２．法律の目的（第1条）
　　法律の目的には派遣法は労働法体系の例外的限定的政策立法としての性格を厳格化し、以下の事項を明記する。
　　①　派遣労働者の権利保護（差別禁止・均等待遇、雇用の安定、賃金保障、福利厚生等）
　　②　直接雇用原則、常用代替禁止

　　③　派遣が例外的措置であることの明確化

（現行）目的　第１条　この法律は、職業安定法（昭和22年法律第141号）と相まつて労働力の需給の適正な調整を図るため労働者派遣事業の適正な運営の確保に関する措置を講ずるとともに、派遣労働者の就業に関する条件の整備等を図り、もつて派遣労働者の雇用の安定その他福祉の増進に資することを目的とする。

　

３．派遣対象禁止業務

．派遣は常用型のみとし、登録型派遣は原則禁止する。その上で、政令で定める専門業務、臨時的・一時的業務等について派遣を限定的に認める。登録型禁止については、3年間の経過措置を講じる。 
４．日雇派遣は禁止する。

　

＜解説＞　派遣は職業安定法44条で禁止されており、あくまでも例外的、限定的措置であることから、その対象業務は厳しく制限されなければならない。

（現行）　４条　何人も、次の各号のいずれかに該当する業務について、労働者派遣事業を行つてはならない。

1．港湾運送業務（港湾労働法（昭和63年法律第40号）第２条第２号に規定する港湾運送の業務及び同条第１号に規定する港湾以外の港湾において行われる当該業務に相当する業務として政令で定める業務をいう。）

2．建設業務（土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体の作業又はこれらの作業の準備の作業に係る業務をいう。）

3．警備業法（昭和47年法律第117号）第２条第１項各号に掲げる業務その他その業務の実施の適正を確保するためには業として行う労働者派遣（次節、第23条第２項及び第３項並びに第40条の２第１項第１号において単に「労働者派遣」という。）により派遣労働者に従事させることが適当でないと認められる業務として政令で定める業務

第７条　厚生労働大臣は、第５条第１項の許可の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときでなければ、許可をしてはならない。

1．当該事業が専ら労働者派遣の役務を特定の者に提供することを目的として行われるもの（雇用の機会の確保が特に困難であると認められる労働者の雇用の継続等を図るために必要であると認められる場合として厚生労働省令で定める場合において行われるものを除く。）でないこと。

2.以下略

第40条の２　派遣先は、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの同一の業務（次に掲げる業務を除く。第３項において同じ。）について、派遣元事業主から派遣可能期間を超える期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けてはならない。

1．次のイ又はロに該当する業務であつて、当該業務に係る労働者派遣が労働者の職業生活の全期間にわたるその能力の有効な発揮及びその雇用の安定に資すると認められる雇用慣行を損なわないと認められるものとして政令で定める業務

イ　その業務を迅速かつ的確に遂行するために専門的な知識、技術又は経験を必要とする業務

ロ　その業務に従事する労働者について、就業形態、雇用形態等の特殊性により、特別の雇用管理を行う必要があると認められる業務

2．前号に掲げるもののほか、次のイ又はロに該当する業務

イ　事業の開始、転換、拡大、縮小又は廃止のための業務であつて一定の期間内に完了することが予定されているもの

ロ　その業務が１箇月間に行われる日数が、当該派遣就業に係る派遣先に雇用される通常の労働者の１箇月間の所定労働日数に比し相当程度少なく、かつ、厚生労働大臣の定める日数以下である業務

3．当該派遣先に雇用される労働者が労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項及び第２項の規定により休業し、並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第２条第１号に規定する育児休業をする場合における当該労働者の業務その他これに準ずる場合として厚生労働省令で定める場合における当該労働者の業務

4．当該派遣先に雇用される労働者が育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第２条第２号に規定する介護休業をし、及びこれに準ずる休業として厚生労働省令で定める休業をする場合における当該労働者の業務
（一般労働者派遣事業の許可）　第５条　一般労働者派遣事業を行おうとする者は、厚生労働大臣の許可を受けなければならない　以下略
（特定労働者派遣事業の届出）　第16条　特定労働者派遣事業を行おうとする者は、第５条第２項各号に掲げる事項を記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。この場合において、同項第３号中「一般労働者派遣事業」とあるのは、「特定労働者派遣事業」とする。（以下略）

４．派遣期間の制限
①　派遣期間は1年を上限とし、更新を認めない。1年を超える派遣労働者は派遣先が直接雇用とする義務を負う。
＜解説＞　現行の派遣期間は専門26業務および、3年以内の有期プロジェクトの仕事、1ヶ月間に派遣先の通常の労働者の半分以下で10日以下の仕事、産前産後休業・育児休業、介護休業を取得する労働者の仕事、中高年（45歳以上）派遣労働者だけを従事させている仕事については期間制限がない。その他の物の製造、一般業務は3年を限度としている。なお、3年を超えて派遣を受け入れようとする場合は労働組合の過半数代表の意見聴取が必要となっている。
　　派遣は臨時的・限定的なものにのみ認められるという法の趣旨から、長期にわたって派遣の受入を可能にすることは法の矛盾である。長期にわたって継続する業務は常用雇用・直接雇用とするという原則から、1年以上の派遣は認められるべきでない。

②　派遣先は派遣受入の可否、受入の期間、派遣期間満了後の雇用申し入れ、就労条件を含む協議・合意事項とする。　　

＜解説＞　現在、派遣の受入について、過半数労働組合、あるいは過半数代表の意見を聴取することになっているが、これでは十分にチェック機能を果たせないため、協議、合意事項とすること。また、常用代替を防止する意味からも総量規制を行なう必要がある。
③　整理解雇後の１年間は派遣導入を禁止する。
（現行）（派遣先の役務の提供を受ける期間）

第40条の２　派遣先は、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの同一の業務（次に掲げる業務を除く。第３項において同じ。）について、派遣元事業主から派遣可能期間を超える期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けてはならない。
1．次のイ又はロに該当する業務であつて、当該業務に係る労働者派遣が労働者の職業生活の全期間にわたるその能力の有効な発揮及びその雇用の安定に資すると認められる雇用慣行を損なわないと認められるものとして政令で定める業務

イ　その業務を迅速かつ的確に遂行するために専門的な知識、技術又は経験を必要とする業務

ロ　その業務に従事する労働者について、就業形態、雇用形態等の特殊性により、特別の雇用管理を行う必要があると認められる業務

2．前号に掲げるもののほか、次のイ又はロに該当する業務

イ　事業の開始、転換、拡大、縮小又は廃止のための業務であつて一定の期間内に完了することが予定されているもの

ロ　その業務が１箇月間に行われる日数が、当該派遣就業に係る派遣先に雇用される通常の労働者の１箇月間の所定労働日数に比し相当程度少なく、かつ、厚生労働大臣の定める日数以下である業務

3．当該派遣先に雇用される労働者が労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項及び第２項の規定により休業し、並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第２条第１号に規定する育児休業をする場合における当該労働者の業務その他これに準ずる場合として厚生労働省令で定める場合における当該労働者の業務
4．当該派遣先に雇用される労働者が育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第２条第２号に規定する介護休業をし、及びこれに準ずる休業として厚生労働省令で定める休業をする場合における当該労働者の業務

２　前項の派遣可能期間は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間とする。

1．次項の規定により労働者派遣の役務の提供を受けようとする期間が定められている場合　その定められている期間

2．前号に掲げる場合以外の場合　１年

３　派遣先は、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの同一の業務について、派遣元事業主から１年を超え３年以内の期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けようとするときは、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより、当該労働者派遣の役務の提供を受けようとする期間を定めなければならない。

４　派遣先は、前項の期間を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、当該派遣先の事業所に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合に対し、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者に対し、当該期間を通知し、その意見を聴くものとする。

６．直接雇用の申し入れ義務

①　派遣期間を超える派遣労働者への雇用申し入れは派遣先企業の義務とし、雇用形態は期間の定めのない常用雇用とすること。

　　　
＜解説＞現行は、派遣先企業が派遣受入期間満了後、あらたに労働者を雇い入れようとする意志があり、なおかつ派遣労働者が直接雇用の希望を申し入れることが前提となっている。これを、派遣先が雇用申し入れることを義務とするように改める。
　　　また、直接雇用されても、有期労働契約では雇用の安定は図れない。期間の定めのない常用雇用とする。

②　派遣労働者を派遣先が直接雇用した場合は当該事業所の同種・類似の業務の労働者と賃金・労働条件を均等待遇とすること。
派遣先に直接雇用されて以後の労働条件が派遣労働者として働いていたときより低下することがないよう、「均等待遇」を義務付ける。
（現行）　

第40条の３　派遣先は、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの同一の業務（前条第１項各号に掲げる業務を除く。）について派遣元事業主から継続して１年以上前条第１項の派遣可能期間以内の期間労働者派遣の役務の提供を受けた場合において、引き続き当該同一の業務に労働者を従事させるため、当該労働者派遣の役務の提供を受けた期間（以下この条において「派遣実施期間」という。）が経過した日以後労働者を雇い入れようとするときは、当該同一の業務に派遣実施期間継続して従事した派遣労働者であつて次の各号に適合するものを、遅滞なく、雇い入れるように努めなければならない。

1．派遣実施期間が経過した日までに、当該派遣先に雇用されて当該同一の業務に従事することを希望する旨を当該派遣先に申し出たこと。（以下略）

2．派遣実施期間が経過した日から起算して７日以内に当該派遣元事業主との雇用関係が終了したこと。

第40条の５　派遣先は、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの同一の業務（第40条の２第１項各号に掲げる業務に限る。）について、派遣元事業主から３年を超える期間継続して同一の派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を受けている場合において、当該同一の業務に労働者を従事させるため、当該３年が経過した日以後労働者を雇い入れようとするときは、当該同一の派遣労働者に対し、雇用契約の申込みをしなければならない。
７．紹介予定型派遣を廃止する　
　　
＜解説＞紹介予定型派遣は有料職業紹介を前提としたもので、派遣法の趣旨とは矛盾する制度である。
　　紹介予定派遣期間は事実上の試用期間となっている。しかし、法的には派遣期間
であるため、派遣期間中の契約打ち切りには解雇権濫用法理が適用されない。派遣
先への就労が決まっても、有料職業紹介として年間給与の２～３割程度を手数料と
して支払わなければならならず、労働者にとってデメリットが大きい。

　紹介予定派遣は正規雇用への道をひらくものという意見も存在するが、安定した雇用（常用雇用・直接雇用）を保障するのは国の責務である。そのためにも職業安定事業を民間に委ねるのでなく、国の責任で充実を図るべきである。
（現行）第2条6．紹介予定派遣　労働者派遣のうち、第５条第１項の許可を受けた者（以下「一般派遣元事業主」という。）又は第16条第１項の規定により届出書を提出した者（以下「特定派遣元事業主」という。）が労働者派遣の役務の提供の開始前又は開始後に、当該労働者派遣に係る派遣労働者及び当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を受ける者（以下この号において「派遣先」という。）について、職業安定法その他の法律の規定による許可を受けて、又は届出をして、職業紹介を行い、又は行うことを予定してするものをいい、当該職業紹介により、当該派遣労働者が当該派遣先に雇用される旨が、当該労働者派遣の役務の提供の終了前に当該派遣労働者と当該派遣先との間で約されるものを含むものとする

８．事前面接の禁止を厳格に行い、罰則を強化する。
　
＜解説＞　派遣先が事前面接で労働者を特定することは、派遣元の職業紹介行為にあたるため職安法で禁止されている。現実には事前面接は、説明会などと称して行なわれており、財界は労働者、派遣先双方のニーズが高いとして解禁をもとめている。使用者責任を持たない派遣先が直接、派遣労働者を面接で選別するなら、派遣元の存在そのものが必要のないものになり、労働者派遣制度そのものの根幹を崩すことになり、解禁は反対である。現在の努力義務を禁止事項とし、監督と罰則の強化を図る必要がある。

（現行）第2条７　労働者派遣（紹介予定派遣を除く。）の役務の提供を受けようとする者は、労働者派遣契約の締結に際し、当該労働者派遣契約に基づく労働者派遣に係る派遣労働者を特定することを目的とする行為をしないように努めなければならない。

９．派遣元事業主の制限
①　派遣事業主の許可基準を厳格化し、貸金業との兼業は禁止する。

＜解説＞　現行では許可届出のない派遣事業主からの派遣受入は禁止されているが、派遣事業主の許可基準を厳格にする必要がある。また、労働基準法違反を招きかねない貸金業などとは兼業禁止とする。
　　
②　「もっぱら派遣」については、派遣元がその労働者の2分の1以上を特定の企業に派遣することを「もっぱら派遣」と法律に規定し、禁止する。
　
　＜解説＞　もっぱら派遣は現行でも禁止されているが、その基準があいまいであるため、企業が人件費削減を目的に、派遣会社を設立し、主に自社に派遣労働者を送り込むことが多く行なわれている。もっぱら派遣の許可基準を厳しくすることが必要である。
　　（現行）法第7条　許可基準　①　労働者派遣の役務を専ら特定の者に提供することを目的として行なわれるものでないこと。②適正な雇用管理能力を有すること。③個人情報を適正に管理し、派遣労働者等の秘密を守る措置が講じられていること。④十分な資金・組織など事業を的確に運営するのに必要な能力を有すること。
１０．派遣先の雇用責任の強化
　　①　法律に基づかず違法に労働者派遣を受け入れた派遣先は、その派遣労働者を直接雇用しなければならない。（みなし規定）なお、受入企業は、受け入れた労働者が働き始めた時期にさかのぼって使用者責任を果たさなければならない。
　　　イ　無許可・無届の事業主から派遣労働者を受け入れていたとき。

　　　ロ　対象業務、期間制限に違反した場合。

　　　ハ　労働者派遣契約に定める範囲を超えて指揮命令をし、派遣労働者に対象業務以外の仕事に従事させた場合。

　　　ニ　関連グループ会社を解雇された労働者を6ヵ月以内に派遣受入した場合。
　　　ホ　整理解雇後、1年以内に派遣労働者を受け入れた場合。
　　　へ　派遣労働者を特定して（事前面接）受け入れた場合。

　　　ト　その他、派遣法に違反して労働者を受け入れた場合。

　　　
②　派遣先事業主は派遣労働者が加入する労働組合の団体交渉に応じ、誠実に対応しなければならない。また、労働組合に加入したり、法違反を告発したことによる不利益取り扱いを禁止する。　
　③　派遣先は派遣元の倒産等で派遣労働者に対する賃金未払いが生じたときは、派遣先もその責任を負うものとする。

　④　労働保険・社会保険料のうち、使用者負担分は派遣先も負担するものとする。

　⑤　妊娠・出産・育児・介護のための保障措置は派遣元のみでなく、派遣先も責任を負うこととする。
　⑥　派遣労働者の有給休暇は派遣元と派遣先が責任を持って取得させる措置を講じなければならない。派遣労働者の希望する時季に付与すること、有給取得中の代替派遣などを労働者派遣契約に明記する。　
　⑦　派遣労働者の個人情報保護について、派遣元のみでなく、派遣先の責任を明確にし、違反した場合の罰則を強化する。
　　（現行）第24条の３（個人情報の取り扱い）　　派遣元事業主は、労働者派遣に関し、労働者の個人情報を収集し、保管し、又は使用するに当たつては、その業務（紹介予定派遣をする場合における職業紹介を含む。次条において同じ。）の目的の達成に必要な範囲内で労働者の個人情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りでない。
2　派遣元事業主は、労働者の個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。

１１．派遣労働者の雇用の安定と権利確保のために
　①　就労条件明示書の交付と遵守
　　　派遣先が就労条件明示書に記載された業務と異なる業務を労働者に強要することへの罰則を強化すること。
　②　派遣元のマージン率の上限を規制する。また派遣元は労働者に対してマージン率を示すことを義務付ける。

③　交通費の全額支給の義務付け。
④　労働条件と社会保険・労働保険（雇用保険と労災保険）にかかわる派遣元と派遣先の共同責任を法律本体で明確にする。これらの保険に入っていない労働者を派遣先が受け入れることを禁止する。受け入れたときは、派遣先に直接雇用されたものとみなす。
⑤　派遣先で起きた労働災害については、派遣先と派遣元の共同責任とする。派遣先に労災保険料の支払い義務を課す。（注
　労働安全衛生の派遣元・派遣先責任）
（現行）　派遣元指針第2・４（１）「派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の就業の状況等を踏まえ、労働・社会保険の適用手続を適切に進め、労働・社会保険に加入する必要がある派遣労働者については、加入させてから労働者派遣を行なうこと。」
派遣先指針第２・８：「派遣元事業主から派遣労働者が労働・社会保険に加入していない理由の通知を受けた場合において、当該理由が適当でないと考えられる場合には、派遣元事業主に対し、当該派遣労働者を労働・社会保険に加入させてから派遣するよう求めること。」

１２．罰則強化

　　違反企業の営業停止、企業名公表、罰金等の罰則を強化すること。違反企業から
派遣を受入れていた企業も同様の罰則を適用するものとする。

（現行）　第59条　次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。1．第４条第１項又は第15条の規定に違反した者

2．第５条第１項の許可を受けないで一般労働者派遣事業を行つた者

3．偽りその他不正の行為により第５条第１項の許可又は第10条第２項の規定による許可の有効期間の更新を受けた者

4．第14条第２項又は第21条の規定による処分に違反した者

第60条　次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。

1．第16条第１項に規定する届出書を提出しないで特定労働者派遣事業を行つた者

2．第22条又は第49条の３第２項の規定に違反した者

3．第49条の規定による処分に違反した者

以上

フォームの終わり

� 労働安全衛生の派遣元責任①災害補償（労災保険）②一般健康管理体制（定期健康診断・十行条の措置等）③雇い入れ時の安全衛生教育　


　安全衛生の派遣先責任①安全衛生管理体制（一般健康管理を除く）②職場の危険又は健康障害を防止するための措置（安全基準・衛生管理の整備遵守）③作業管理、就業制限④作業環境測定⑤有害業務の健診⑥病者の就業制限
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